














































人教育(adult education) としての日本語教育」の構想を提言する。 
 






















第 2章 研究概要 
第 1 章で述べた問題意識を解決するために、本研究では次の研究課題を設定する。 
 






































(adult education) としての日本語教育」の構想を行為主体者（アクター）として提言する。 
 





















る、と主張する。CEFR や複言語主義を受容するということは、これらの 3 点に自覚的で
ある必要がある。しかし、日本社会における複数言語の使用実態（特に、「生活者としての
外国人」である成人外国人）は明らかになっているとは言い難い。 
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 本研究では、日本に居住する 18 才以上のパキスタン人とその家族を対象に質問紙調査
を実施し、133 名の回答（有効回答 127 名）を得た。調査結果は、パキスタン人コミュニ
ティの特徴に鑑み、パキスタンにルーツのあるグループ（91 名：男性 59 名、女性 32 名、
以下「パキスタン人」）、日本にルーツのあるグループ（34 名：女性 34 名、以下「日本人
家族」）に分けて分析と考察を行った。 












アップインタビューは性別、職業等のバランスを考慮し、パキスタン人 10 名（女性 4 名、
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第 6章 分析 


































































































































第 8章 総合考察―日本語教育への示唆 
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